
学力向上をਤるためには、子ども
の実ଶや地域のニーズにԠじたカリ
キュラム・マネジメントが欠かせませ
ん。各学校には、教育活動の成果や課
題を可視化するデータを用いて、カリ
キュラム・マネジメントのＰＤＣＡサ
イクルをػ能させることが求められ
ます。そのج、ࡍຊとなるデータはจ
部科学লの「全国学力・学習状況調査」
です。ಉ調査はখ学̒年生と中学３年
生を対にࣩօでߦわれるため、調
査結果から各年度の児童生徒の実ଶ
をѲできます。加えて、校内に積み
上がった結果の経年変化を分析すれ
ば、授業改善にもཱちます。自࣏体
にとっても、調査結果のա年度ൺֱ
は施ࡦのࡐ౼ݕྉになります。
　ただこれまでは、調査結果がे分
活用されていない状況が見られまし
た。ಓ͝ݝとのॱҐが注目され
たり、全国ฏۉを上回るか൱かに重

点がஔかれたりする実ଶがあり、せっ
かくのlๅのࢁzを生かし切れていな
いと感じています。
　例えば、学力のೋ極化は、学校・
学ڃ単Ґでのฏۉ正答率だけでは
Ѳできず、度数分ਤなどをجに、
学力͝とに分析することでॳめて
໌֬になります。前ड़の通り、１年
単Ґではなく、ա年度の数年分をൺ
ֱしてݪҼを୳ってこそ、カリキュ
ラム・マネジメントや授業改善に生
かすことができます。ฏۉ正答率を
Լ回ることがあったとしても、前年
度の結果とൺֱすれば、改善してい
る部分があるかもしれません。また、
খ学校と中学校のデータを連ܞする
ことでも༗用な見が得られます。
খ学̒年生から中学３年生にかけて、
子ども一人ひとりのどの部分がよく
伸びたのか、あるいは伸びなかった
のかをすることで、カリキュラ
ムの৽たな課題などが見えてきます。
　ςストの点数などの定量データだ
けでなく、質ࢴ調査などの定性デー

タとซせて分析することで見えてく
ることもあります。子どもの学習ҙ
ཉがどう変化しているか、学ڃには
学びに向かうงғ気がৢ成できてい
るかといった変化をಡみ取り、定量
データとซせて分析することで、授
業改善の৽たなಓےが見えることも
あるはずです。そうした量的、質的
な分析を通してカリキュラムや教員
研修の内容を見したり、々の指
導を改善したりすることで、カリキュ
ラム・マネジメントのＰＤＣＡサイク
ルはػ能していきます。
　一方で、各教育委員会はಠ自に教
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あまがさ・しげる　神奈川県川崎市
立小学校教諭を務めた後、筑波大学
大学院教育学研究科博士課程単位取
得退学。千葉大学講師、助教授、教
授を経て現職。専門は学校経営学、
カリキュラム・マネジメントなど。
著書に、『新教育課程を創る学校経営
戦略 カリキュラム・マネジメントの
理論と実践』（ぎょうせい）など。

σʔλにͮ͘ج
でɺ্ಈの࣭׆ҭڭ
ࣾձにٻΊΒΕる
学ྗのҭを
ઍ༿େ学 ໊༪ڭ授 天笠 茂
学ྗ্ΛਤΔͨ Ίʹɺ୯ܭݩըतۀҊΛݟ͠ɺվળΛ
ଓ͚Δඞཁ͕͋Δɻͦ のݤʹࡍʹͳΔの ɺ͕ࢠͲの࣮ଶΛՄ
ͯ͠༺׆ʹɻσʔλΛ͍͔ͩ༺׆Խ͢Δ֤छσʔλのࢹ तۀվ
ળの̥ ̙̘ α̖ΠΫϧΛػͤ͞ Δ͔ ɻΧϦΩϡϥϜ・Ϛωδϝϯτ
Λઐͱ͠ ɺจ෦Պ学লのதԝڭҭ৹ٞձͰ学शࢦಋཁྖの
վగ ʹ͔͔Θͬͨ ઍ༿େ学のఱּໜ໊༪ڭतʹΛฉ͍ͨɻ

༗ࣝऀఏݴ

ΧϦΩϡϥϜɾϚωδϝϯτに
֤छσʔλの׆༻は不可欠
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育施ࡦを展։していますから、それ
らをূݕするためには「全国学力・
学習状況調査」とはҟなるデータも
必要になるでしょう。一定の༧算を
入した結果、どういった成果がද
れたのかをѲすることができれば、
。につながります౼ݕのࡦの教育施࣍
例えば、「全国学力・学習状況調査」
の対֎の学年や教科で学力調査を
実施したり、育成を目指す資質・能
力をଌるݕ査をߦったりすることで
得られるデータがそれにあたります。
　学校現場のෛ୲には注ҙしつつ、
各自࣏体・学校がߦう教育活動に合
わせたデータをऩ集することで、カ
リキュラム・マネジメントの質が高
まります。

　「全国学力・学習状況調査」を࢝め
とした各छデータは、結果の単७集
。だけでも分かることはありますܭ
その上で、データをＰＤＣＡサイクル
に生かすためには、データの分析や
౷ܭに関する専門的なࣝ・スキル
も必要になります。データの分析な
どにけた教員もいるかもしれませ
んが、それをすべての教員に求める
のは難しいでしょう。そこで、教育
委員会の指導主事による支援が求め
られるのです。
　これまで指導主事の主な割は、
各教科の専門家として授業づくりな
どを支援することでしたが、ޙࠓは
各学校のカリキュラム・マネジメン
トを支援する「カリキュラム・コー
ディネーター」としての割も重要
になるでしょう。つまり、データ分
析の専門性を݉Ͷඋえ、データ活用
の面からも各学校のカリキュラム・
マネジメントを支援するのです。学
校に指導・ॿ言をするには教育課程

にかかわる見が不可欠です。指導
主事自が、֎部のデータ分析の専
門家の力をआりつつも、研修などを
通じてデータ分析のख法をにつけ
ることがましいと考えます。
　そうしたスキルを持つ指導主事を
ஔして各学校を横断的に支援して
いくことが課題であり、人ࡐのཆ成
やஔが求められます。ޙࠓ、カリ
キュラム・ίーデΟネーターを全国
的にげていくことが、学校経Ӧに
͓いて重要になると考えています。

　カリキュラム・マネジメントのＰ
ＤＣＡサイクルを回す上でৗにҙࣝし
たいのが、จ部科学লが示す「カリ
キュラム・マネジメントの３つの側
面」（ҎԼ、３つの側面）です（図１）。
　「全国学力・学習状況調査」の学校
質調査では、３つの側面に関する
質߲目がઃけられています（図２）。
それらの結果を見ると、いずれも「よ
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σʔλੳの؍かΒ
֤学校のࢧԉがඞཁ

ΛͭۀΛਤΓͳ͕ΒतܞՊͰ࿈ڭɺෳ数の͠ܞһ͕࿈ڭ⁞ Δ͘� ʜʜʦڭՊԣஅʧ
 学ڭߍҭのޮՌΛৗʹͯ͠ূݕ վળ Δ͢� ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʦޮՌূݕʧ
ਓత・తݯࢿͳͲΛ׆༻͠ɺΑΓΑ͍学ڭߍҭΛ͢ࢦ� ʜʜʦϦιʔスの׆༻ʧ

■よくしている　■どちらかといえば、している　■あまりしていない
■全くしていない　■その他、無回答

⁞ʦڭՊԣஅʧ
指導計画の作成に当たっては、各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校の教育目標を踏まえた
横断的な視点で、その目標の達成に必要な教育の内容を組織的に配列していますか

 ʦޮՌূݕʧ
児童生徒の姿や地域の現状等に関する調査や各種データなどに基づき、教育課程を編成し、実施し、
評価して改善を図る一連のPDCAサイクルを確立していますか

ʦϦιʔスの׆༻ʧ
指導計画の作成にあたっては、教育内容と教育活動に必要な人的・物的資源等を、地域等の外部の資
源を含めて活用しながら効果的に組み合わせていますか

※文部科学省　国立教育政策研究所「令和６年度　全国学力・学習状況調査報告書　児童生徒一人一人の学力・学
習状況に応じた学習指導の改善・充実に向けて　質問調査」を基に編集部で作成。

2024年度

2022年度

小学校 （％）

0.0

38.8 58.4 2.7

28.0 66.7 5.1

0.1

0.0
0.1

2024年度

2022年度

中学校 （％）

0.0

35.4 58.4 6.1

26.1 65.1 8.8

0.1

0.1
0.0

2024年度

2023年度

小学校 （％）

0.0

40.3 56.5 3.1

39.1 56.9 3.9

0.1

0.0
0.1

2024年度

2023年度

中学校 （％）

0.0

40.1 55.9 3.9

35.1 59.4 5.4

0.1

0.1
0.1

2024年度

2023年度

小学校 （％）

0.0

48.0 49.2 2.7

43.1 52.3 4.5

0.1

0.0
0.1

2024年度

2023年度

中学校 （％）

0.1

35.7 55.7 8.4

29.1 58.8 11.8

0.1

0.2
0.1

※文部科学省ウェブサイト「平成 29・30・31年改訂学習指導要領の趣旨・内容を分かりやすく紹介」を基に編集部
で作成。

ΧϦΩϡϥϜɾϚωδϝϯτの３ͭ のଆ໘図̍

ΧϦΩϡϥϜɾϚωδϝϯτの３ͭ のଆ໘にؔする学校のऔΓΈঢ়گ図̎

「３ͭ のଆ໘」かΒ
ΧϦΩϡϥϜのॆ࣮を図る
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くしている」と回答する学校が増加
傾向にあり、2024年度は約４〜５割
に上りました。カリキュラム・マネ
ジメントに積極的に取り組む学校は
拡大していると言えるでしょう。「全
国学力・学習状況調査」の結果をク
ロス分析すれば、「３つの側面のこの
取り組みに力を入れた結果、〇〇の
学力が高まってきた」といった相関
関係が見られるかもしれません。
　３つの側面の中では、教科横断の取
り組みに難しさを感じている学校が
多いようです。教科横断は学習指導
要領で重視されているポイントの１
つですが、取り組みが進まないのは、
各教科の専門性を深めることが教科
横断につながるという視点が、教員
に不足しているからだと感じています。

単元を通していかに学びを深める
かを考える中で、「ここで〇〇の教科
の△△の内容と関連づけると、学び
が深まるはずだ」といった視点を持
ち、自然な形で教科横断につなげて
いくことが大事だと考えています。
　どこで教科横断の取り組みができ
るかは、様々な教科の授業を受けて
いる子どもの方が気づきやすい場合
もあります。「この単元の学習内容が
他教科の学習内容と結びつくと感じ

たことはありますか」といったアン
ケートを子どもに取って結果を集約
すると、教科横断のヒントが得られ
るかもしれません。そうした児童生
徒に対するアンケートを授業改善に
結びつけることも、データ活用の１
つの方法であり、カリキュラム・マ
ネジメントの実践につながります。

　各学校がカリキュラム・マネジメ
ントに取り組む先には、学習者主体
の教育活動の実現があります。子ど
もも将来自分で考えて判断し、その
結果を自分で引き受けて生きていか
なければならない場面に出会うはず
です。ですから、そうした主体性
を一人ひとりに育むことは、教育のい
ろはの「い」です。
　学習者主体の教育活動の実現に向
けては、教育委員会には各学校の裁
量を大切してほしいと思います。一
律に定められた教育活動に取り組む
だけでは子どもの主体性は発揮され
ないかもしれません。各学校は目の
前の子どもが何を求めているのか、
地域にはどういった課題やニーズが

あるのかを捉えた上で、教育活動を
つくり上げる必要があります。
　一方で、学校にすべてを任せると、
取り組みがなかなか進展しない場合
があります。教育委員会は、学校が
主体的にＰＤＣＡサイクルを回すため
の教員研修を実施したり、学校の状
況を反映した教育課程を作成できる
支援をしたりしたいものです。
　社会の変化に伴い、「学校は必要な
のか」といった議論が一部で沸き起
こっています。しかし、人と人とが
かかわり合ってこそ、多様な資質・
能力が伸びていくのであり、そうし
た場としての学校は、これからの時
代にも必要不可欠だと考えます。
　それを示すデータの一例が図３で
す。家庭の社会経済的背景（ＳＥＳ：
Socio-Economic Status） が 厳 し く て
も、学校で「主体的・対話的で深い学
び」に取り組んだ子どもは算数・数
学の正答率が高い傾向が見られると
いう分析結果が出ています。学校だ
からこそできる教育を充実させてい
くためにも、教育委員会には、各学
校が主体的に教育活動をつくり上げ
られるような支援に力を注いでいた
だきたいと思います。

※文部科学省「令和５年度　全国学力・学習状況調査の結果」を基に編集部で作成。

◎授業で、自分の考えを発表する機会では、自分の考えがうまく伝わるよう、資料や文章、話の組み立てなどを工夫して発表していましたか

小学校算数

①発表していた　②どちらかといえば、発表していた　③どちらかといえば、発表していなかった　④発表していなかった

家
に
あ
る
本
の
冊
数

0～25冊

平均正答率（％）

26～100冊

101冊以上

①
②
③
④

61.2
56.9

51.5
47.6

中学校数学

①
②
③
④

52.9
48.5

40.6
35.1

①
②
③
④

70.6
65.5

60.1
57.1

①
②
③
④

60.6
55.4

47.4
42.3

①
②
③
④

75.4
69.8

64.0
60.6

①
②
③
④

65.2
59.6

51.2
45.7

例えば、中学校数学では、
家にある本が0～25冊だが、「授
業で工夫して発表していたか」
に「①発表していた」と回答し
た生徒の平均正答率は52.9%。
一方、家にある本が 101 冊以
上だが、「授業で工夫して発表
していたか」に「④発表してい
なかった」と回答した生徒の平
均正答率は 45.7%。

「家にある本の冊数」「授業で工夫して発表していたか」算数・数学の「平均正答率」のクロス集計図３

子どもの主体性を伸ばすには
学校の裁量が不可欠
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